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生活保護制度の見直し等について

(1)生活保護制度を取り巻く現状 。課題

生活保護制度を取り巻く現状として、稼働能力のある生活保護受給者に対する自立、

就労支援及び貧困の連鎖の防止が喫緊の課題である。

・ リーマンショック以降、特に稼働能力のある生活保護受給者が急増するとともに、

生活保護から脱去「できない状況が継続 している。生活保護受給直後からの自立、就

労支援が効果的であり、現場における早急な対応を計画的に促進する必要がある。

。また、生活保護受給世帯の子どもは一般世帯よりも高校進学率が低く、再び生活保

護に至るリスクが高い等、貧困の連鎖が国会等においても問題となってお り、子ど

もに対する学習支援等に取 り組む必要がある。

一方、生活保護受給者から不当に保護費を徴収する貧困ビジネスや奈良県の山本病

院事件、向精神薬の転売をはじめとする医療扶助の不正受給等、生活保護受給者を利

用 した不正事件が横行する等、制度への信頼を揺るがす問題が深刻化 している。

こうした課題に対して、生活保護受給者の急増への対応に追われる地方自治体から

は、生活保護制度の抜本改革に向けた国の早急な対応を求められてお り、昨年 10月 に

指定都市市長会が、同年 11月 に全国市長会が制度改革に向けた具体的な提案が示 され

たところである。

(2)生活保護制度の見直しに向けた検討

今通常国会においては、雇用保険と生活保護 との間にある第 2のセーフティネ ット

施策を強化するため、 「職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法

律案 (いわゆる求職者支援法)」 を提出しており、最後のセーフティネットである生

活保護制度についても、特に稼働能力を有する方に対する自立 。就労支援の充実強化

に向けて、地方自治体の御提言等を踏まえ、運用改善や予算措置等で速やかに実現で

きるものは逐次実施 してまいりたい。

また、自立、就労支援の充実強化や生活保護費の不正受給対策をはじめとする生活

保護制度の見直しについても、地方自治体の御提言等を踏まえて検討する場として、

近 日中に生活保護制度に関する国と地方の協議 (仮称)を開催 し、法改正も視野に入

-1-



れた検討を進めることとしている。

なお、無料低額宿泊所等に対する法規制を強化するため、民主党において議員立法

の国会提出を準備中であり、厚生労働省 としても必要に応 じ協力していくこととして

いる。

(3)求職者支援制度の創設

求職者支援制度については、労働政策審議会における議論を踏まえ、今通常国会に

法案を提出したところである。

求職者支援制度の創設により、

① これまで雇用保険受給中に再就職できずに生活保護受給者となつていた者が、生

活保護を受給することなく、早期に再就職すること

② 就労意欲はあるものの稼働能力を十分に活用されていなかつた生活保護受給者が、

適切な技能等を身につけ生活保護から早期脱却すること

などが期待される。

各自治体におかれては、求職者支援制度が真に就職に結びつくような効果ある制度

として恒久的に運用されるよう、都道府県労働局・ハローワークとの連携や、制度の

適正な活用等について、是非とも御協力をお願いする。

(4)住宅手当緊急特別措置事業の継続実施について

ア 住宅手当制度について

現下の厳 しい雇用失業情勢に対応 し、住宅を喪失 した離職者等への対策に万全を

期するため、平成 21年 10月 から「住宅手当緊急特別措置事業」を実施 している

平成 21年 10月 からの事業開始後の実績は以下のとお りである。

【住宅手当実績】

年  度 支給決定数 就職者数

H21.10～ H22.12 64, 223件 (B)13,468件

|   うち新規決定分 (A) 4 9,  702イ牛 10,846件

「
~~~う

ち延長決定分 14, 521件 2, 622件

就職率 (B)/(A):27.1%
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昨年 4月 から、より多くの方が住宅手当を活用 して再就職できるよう、支給要件

の一部緩和、支給期間の延長、就職活動要件の一部強化等を実施し、失業等により

住居を喪失 した方等への住まい対策を強化 したところである。

また、公費である住宅手当が暴力団員活動の資金源に繋がることを防止す るため、

昨年 10月 に、暴力団員排除に関する取扱いを示すための実施要領改正を行つたと

ころである。

本事業については、経済・雇用情勢等が依然 として厳 しい現状を踏まえ、平成

23年度も継続実施できるよう、平成 22年度補正予算において、緊急雇用倉J出事

業臨時特例基金の 1年延長を決定したところである。

今後も、利用者の視点に立った必要な運用改善や就労支援の強化を図り、離職者

が安心して再就職に向けた活動を行 うことができるよう、実効性のある支援を実施

していくこととしているので、各自治体においても、平成 23年度の事業継続実施

に向け実施体制を整備するとともに、よリー層の本事業の周知・広報及び利用促進

に取 り組んでいただくようお願いする。

イ 住宅手当受給者に対する就労支援の充実・強化について

住宅手当は、安心して再就職に向けた就職活動をするために必要な居住環境 を確

保できるよう支援するとともに、再就職又は収入増に向けた就労、自立支援を目的

とした事業である。こうした住まい等を失つた離職者に対する支援 としては、各自

治体に住宅確保 。就労支援員を配置 していただき、住宅手当の支給だけでなく、住

宅の確保や再就職に向けた就労支援を継続的に実施することが極めて重要である。

平成 23年度においては、住宅手当受給者に対する支援体制の更なる充実・強化

を図るため、各自治体においては、住宅確保・就労支援員の更なる増配置に努めて

いただくようお願いする。

特に、単なる住宅手当の支給事務担当として活用するのではなく、関係機関との

連携構築、ハローワークヘの同行訪問など、本来の目的である受給者の住宅確保及

び再就職に向けた就労支援の強化を図るために活用 していただくようご配慮いただ

きたい。

生活保護受給者の就職率は着実に改善が見られるが、未だ 3割弱に止まってお り、
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生活保護受給者の就労支援事業と比較 しても当該就職率を向上させる余地があると

考えている。

ハローワークは、昨年 4月 から住宅手当受給者に対 して 「就職安定プログラム」

を活用 した就労支援ナビゲーターによるマンツーマン支援等を行つているところで

あるが、更に積極的な就労支援を実施するために、新たに平成 23年度予算案にお

いては、地方自治体 とハローワークが協定を締結し、共通の目標の下で住宅手当受

給者等の就労支援を実施する「福祉から就労」支援事業を計上しているところであ

る。

一部の自治体においては、 「就職安定プログラム」の活用等、ハローワークとの

連携が不十分なところも見受けられるところから、住宅確保 0就労支援員は、本事

業を積極的に活用し、ナビゲーター等ハローワーク担当職員と緊密に連携を図るこ

とにより、よリー層の就労支援の強化に取 り組んでいただきたい。

ウ 不正受給の防止について

最近、失業者等を支援する公的制度を不正に利用する事例が報道されているとこ

ろであるが、住宅手当においては、「住宅手当の適正な支給の実施について (通

知)」 (平成 22年 9月 27日 社援発 0927第 1号厚生労働省社会・援護局保護

課長通知)に より、必要な対策を講じるようお願いしているところである。

具体的には、

① 前住所地で住宅手当を受けていた疑いが認められる場合は、前住所地の自治

体に協力を求めること

② 住宅喪失者について、支給決定後に住民票の写しの提出を徹底すること

③ 架空申請や又貸 しなどの不適正受給の防止のため、必要に応 じ、住宅確保・

就労支援員が住宅訪問及び居住実態の確認を行 うこと

④ ③の実施が困難な場合であっても、以下の方法を参考にされたい

・申請 された住所地について住宅地図による確認を行い、不審な点がある場合

は上記③の取組を行 う

・入居後、住所地に郵便物を発送 して連絡を指示する等の方法により入居事実

を確認する

等の方法をお示 ししているところである。
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また、必要に応 じて生活保護担当課と情報交換を行い、住宅手当と生活保護の併

給確認を行 うという方法も有効であると考えられる。

このように、不正が疑われる申請に関しては、現地調査等の実施や、生活保護 担

当課、総合支援資金貸付実施機関及び関係 自治体等の関係機関と連携を図るなどの方

法により、不正受給防止対策の推進に努めていただくようお願いする。

また、不正受給事案については、警察等捜査機関への告訴・告発や捜査への協力

を行 うなど厳正な対応を行つていただきたい。
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自立支援の充実 。強化について

(1)自 立支援プログラムの一層の推進について

ア 自立支援プログラムの更なる活用について

生活保護受給者に対する自立支援は極めて重要であり、組織的に生活保護受給世

帯の自立を支援するため、平成 17年度から自立支援プログラムを導入 している。

厚生労働省としては、自立支援プログラムの推進のため、

・ セーフティネット支援対策等事業費補助金による自治体の実施体制整備の支援

拡充

・ 労働行政等関係機関との連携の強化

・ 各自治体における先進的な取組状況に関する情報の提供

等を通じて、引き続き自治体の取組を支援していくこととしている。

平成 21年度末現在の自立支援プログラムの策定状況は、下表のとおりであり、

各自治体の取組は着実に進んでいると考えられるが、一方で、生活保護受給世帯の

抱える課題は多様化しており、これまで以上にきめ細かい支援が求められている。

各自治体においては、平成 21年 3月 に全福祉事務所に配布した「生活保護自立

支援プログラム事例集」及び今年度内に作成予定の同事例集第二弾等を参考に、更

に幅広い自立支援プログラムの策定・実施に取り組まれたい。特に、現下の経済・

雇用情勢を踏まえ、稼働年齢層の生活保護受給者に対する更なる就労支援の充実・

強化をお願いする。

【自立支援プログラム策定数】 (単位■プログラム)

22年 3月 末 21年 3月 末 増 加 数

経済的自立に関する自立支援プログラム

(生活保護受給者等就労支援事業活用プログラムは除く)

1, 549
(846)

1, 517
(842)

+32

日常生活自立に関する自立支援プログラム
2, 008
(804)

1, 801
(739)

+207

社会生活自立に関する自立支援プログラム
307
(210)

287
(199)

+20

△
ロ 計 3, 864 3,605 +259

(22年 3月 末欄の
(21年 3月 末欄の

は策定自治体数 (886自 治体中))
は策定自治体数 (892自 治体中))

(厚生労働省保護課 調べ)
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【自立支援プログラム実施状況】 (単位 人 )

21年度 20年度

凛筵舅轟蝋義曇醐認ヌ銘轟く) 124, 210 85, 583

日常生活自立に関する自立支援プログラム 36, 246 28, 114

社会生活自立に関する自立支援プログラム 16, 597 15,441
△

計 177, 053 129, 138

(厚生労働省保護課調べ)

また、すべての自治体において、生活保護受給者等就労支援事業以外の就労支援

に関するプログラム及び債務整理に関するプログラムの策定をお願いしていたところ

であり、未だ策定していない自治体におかれては、早急に整備するよう改めてお願い

する。

【就労支援に関する自立支援プログラムの策定状況】

22年 3月 末 21年 3月 末 20年 3月 末

就労支援に関する自立支援プログラム
1,480
(845)

９

２

６

４

４

８

９

５

２

６

３

７

(厚生労働省保護課調べ )

【債務整理等に関する自立支援プログラムの策定状況】

22年 3月 末 21年 3月 末 20年 3月 末

債務整理に関する自立支援プログラム
１

７

８

１

７

７

651
(592)

１

２

５

４

(厚生労働省保護課調べ )

イ 新 しい公共と協働 した生活保護受給者の社会的な居場所づくりについて

平成 20年秋のリーマンショック以降、稼働能力を有すると考えられる、いわ ゆ

る「その他の世帯」が急増する一方で、就労を希望しているが、なかなか再就職に繋

がらず、求職活動が長期化する中で働 く意欲を失つてしまい、就労とい う形での社

会 との繋がりを失つた結果、社会から長 らく孤立する方が増えてきている。

こうした方々は、企業等の一般就労による経済的自立だけではなく、あわせて 、

日常生活自立や社会生活 自立を考慮 して社会とのつながりを結び直す支援を行 うこ

とが必要である。

また、学業や進学の環境が十分に用意されない生活保護世帯の子どもが成長 し、

再び生活保護世帯になるという、いわゆる「貧困の連鎖」を防止するために、まず

-7-



は地域に子どもがありのままでいられるような場を確保し、学習支援と共に社会性

や他者との関係を育む支援を行うことが必要である。

このように生活保護受給者が社会とのつながりを結び直すことができるようにす

るためには、生活保護受給者のための「社会的な居場所」づくりを進めることが極

めて有効であるとともに、当事者 (生活保護受給者)を中心として、企業、NPO、 社

会福祉法人、住民等と、福祉事務所をはじめとする行政が協働する
「新しい公共」

が不可欠であるという考えのもと、研究会を開催し、各自治体の取組を促す具体的

な方策について検討を行い、平成 22年 7月 に報告書がとりまとめられた。

この報告書で提示した考え方等に基づく取組については、自治体の創意工夫によ

る取組が促進されるよう、平成 23年度予算案においてセーフテイネット支援対策

等事業費補助金のメニューに「社会的な居場所づくり支援事業 (国 10/10補助)」 を

創設することとしている。

社会的な居場所づくり支援事業実施要領 (案 )

目的

NPO、 企業、市民等 と行政とが協働する「新 しい公共」により、社会から孤

立しがちな生活保護受給者への様々な社会経験の機会の提供や、貧困の連鎖を

防止するために生活保護世帯の子どもの学習支援を行 うなど、生活保護受給者

の社会的自立を支援する取組の推進を図る。

2 対象者

社会とのつながりを結び直す必要のある被保護者又は子どもの健全育成のた

めの支援が必要な生活保護世帯

3 事業内容

(1)ボ ランティア活動や中間的就労などの社会参加活動 (福祉、環境等に関

する地域貢献活動、公園管理者等のもとでの公園清掃等)への参加によ

り、地域社会との交流の維持、就労習慣の向上等を目指す事業

(2)協力事業所における就労体験を実施 し、社会経験を積ませ、就労意欲を

助長 させることにより、段階的な常用雇用を支援する事業
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(3)民間団体等が実施するグループカウンセ リング等への参加により、アル

コール依存、ギャンブル依存等の 日常生活上の問題を抱える者が自立 した

日常生活を営めるよう支援する事業

(4)精神科病院等退院者に対 し、家事 。服薬管理の生活指導、地域住民との

交流の場の提供、社会福祉施設等における退院後の訓練を行 うこと等によ

り、居宅生活継続を支援する事業

(5)子 どもやその親が日常的な生活習慣を身につけるための支援、子どもの

進学に関する支援、引きこもりや不登校の子どもに関する支援等を行い、

生活保護世帯の子どもが健全に育成 される環境を整備する事業

(6)上記 (1)か ら(5)ま での事業以外で、生活保護受給者の自立を支援するた

めに自立支援サービスの整備を行 う事業

4 実施主体

都道府県、指定都市、中核市又は市区町村 (町村については福祉事務所を設

置している町村に限る)

5 事業実施方法

新たな福祉課題に対応 し、多面的で効果的な自立支援を行 うには、様々な主

体の特質を生かしたきめ細かな支援を行 う必要があることから、本事業の実施

にあたっては、行政と企業、NPO、 社会福祉法人、住民等が協働する「新 し

い公共」による支援を極力検討すること。

ただし、適当な協働先がないなど、 「新 しい公共」による実施が困難な場合

には、行政による直接実施を妨げない。

【釧路市における取組事例】

生活保護受給者に対して、就業体験的ボランティア事業プログラムによる支

援から、就労支援プログラム、資格取得等のプログラムによる支援に繋ぎ、日

常生活自立や社会生活自立、経済的自立へと支援する。
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>支 援内容例
・作業所ボランティア (知的障がい者施設 )

知的障害者の方 とコミュニケーションをとりながら作業の補助を行 う。

・ヘルパー同行 (介護事業所 )

介護職員に同行 して高齢者宅を訪問し、介護の補助を行 う。

・公園管理ボランティア (釧路市公園緑化協会 )

公園管理業務を行 う。

・インターンシップ (リ サイクル事業所 )

インターンシップとして、民間事業所で産業廃棄物の選別作業を行 う。

>取 組の成果
・表情が明るくなり顔色が良くなった

。自信を取 り戻し生活面が前向きになつた

・病院へ行 く回数が減った

・就職に前向きになり、就職活動を行 うようになつた

・就業体験により雇用主の信頼を得て、雇用につながつた

【埼玉県における取組事例】

生活保護世帯の貧困の連鎖を断ち切る支援 として、困難を抱えた親の養育

相談に応 じるとともに、中学 3年生に進学の動機づけを行い、学習支援を通

じて基礎学力の向上を図る。

また、子どもたちと高齢者の交流を通 じ、 「支え合い」の気持ちを育む。

>支 援内容
・教育相談員が家庭訪間を行い子どもの養育相談、進路相談

・高校入試に向けての学力向上及び基礎学力向上のため学習教室
への勧誘

・県内大学と連携 し、学生を活用したボランティアによる学習支援教室

を開催

0県老人福祉施設協議会と連携 し、特別養護老人ホームに学習教室を置

くことで、子どもたちと高齢者 との交流の機会を設定

>取 組の成果
・子どもの頑張 りに親が刺激され就労意欲が生まれる

。不登校、ひきこもりから抜け出すきつかけとなる

・個別指導の中で学ぶ意欲が生まれた

。孤立しつつある親 と子どもの支え役

・学習支援を通じて高校受験への意欲が高まる

・特別養護老人ホーム入所者とのふれあい
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・老人福祉施設入所者 とのふれあい

・福祉事務所、 CW、 民生委員、学校等との協力体制が強まる
。保護者、子どもたちの悩みや願いに対応 した取組 となつている

また、本年度内の完成を目途として、現在、新 しい公共となりうる民間団体等の

全国版 リス トと活動事例や、先駆的な自治体の取組をまとめた事例集の作成等 も進

めている。

これらの事例集等を参考にするとともに、社会的な居場所づ くりの必要性や、新

しい公共と協働することの意義についてご理解いただき、積極的に取組を進めていた

だくようお願いする。

(2)就労支援の一層の推進について

ア  「福祉から就労」支援事業について

平成 17年度から、地方自治体とハローワークが連携 して、就労能力及び意欲 を

一定程度以上有 している生活保護受給者及び児童扶養手当受給者に対 して、生活保

護受給者等就労支援事業を実施 している。

更に積極的な就労支援を行 うため、地方自治体とハローワークが、お互いの役害J

分担、支援対象者数、就職者数及び事業日標等を明記 した協定を締結 して就労支援

を実施する「福祉から就労」支援事業を、平成 23年度予算案に計上 している。

モデル協定事例等、詳細は追ってお示 しするが、各自治体においては、生活・就

労支援協議会等を活用 しながらハローワークとの連携を一層促進し、生活保護受 給

者への就労支援を強化 していただくようお願いする。

イ 就労支援員の増配置について

近年、生活保護受給者、特に稼働能力を有すると考えられる、いわゆる「そのftLの

世帯」が急増する中で、ハローワークヘの同行や面接支援等特別なサポー トを必要 と

する生活保護受給者の就労支援を専門的に行 う就労支援員は、生活保護受給者の 自

立に対して大きく効果があるとともに、厳 しい雇用情勢下にあっても費用対効果

(人件費に対する新規就労・増収による保護費の減額効果)が 3倍程度に達する等 、

保護費の適正化にも大きな成果を上げている。
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また、多くの福祉事務所が生活保護現業職員の十分な確保に苦慮している現状に

おいて、稼働能力のある生活保護受給者が急増する中で、こうした方々に対する受

給直後からの早期の自立、就労支援が効果的であることを踏まえると、現場におい

て早急にきめ細かな支援を行 う体制整備が必要であり、就労支援員は必要不可欠な

存在となってきている。

このため、平成 21年度第 2次補正予算において、就労支援員の確保に必要な経

費を各都道府県の基金 (緊急雇用創出事業臨時特例基金・補助率10/10)に積み増 し

いただいたところであるが、平成 23年 1月 時点で就労支援員の配置 (民間企業等

への委託方式を含む)は全国で1,269人にとどまるとともに、自治体によつては、

「その他の世帯」を多数抱えているにもかかわらず、平成 22年度の就労支援員の

増配置がない、又は極めて少数にとどまるところもある。

平成 22年度補正予算において、平成 23年度の事業継続が確定したところであ

るので、 「就労支援員の増配置について」 (平成22年9月 14日 社援発0914第7号厚生

労働省社会・援護局長通知)を基に、就労支援員を更に増配置いただき、効果的な

就労支援事業の推進に取 り組んでいただくようお願いする。

また、平成 21年度及び 22年度に開催 した就労支援員の全国研修会については、

23年度も開催する見込みであるので、積極的な参加をお願いする。

礼mil鳳
■1詐鐸■|
| 1効果1轟 |

1=輛塑 1編|
(参考}有効求人借率

紳141申1甲
約533億円

|1計指|
‐ 102

神1聯 1甲

約459億円

:"駐|
077

紳1111簿讐|
約49.4億円

|||1義 |||
045
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平成′23年度生活保護基準について

(1)平成 23年度生活扶助基準について

生活扶助基準の改定は、一般国民の消費水準との均衡を図るという観点 (水準均衡

方式)から実施 してお り、具体的には、政府経済見通 しの民間最終消費支出の伸び率

を基礎 として、社会経済情勢等を総合的に勘案した上で改定している。

平成 23年度の生活扶助基準の改定については、こうした考え方に基づき、これま

での基準に係る経緯を踏まえ、現在の経済、雇用情勢等を総合的に勘案した上で、据

え置くこととした。 (別紙 1参照 )

なお、生活保護基準については、 5年に 1度実施される全国消費実態調査の特別集

計データ等を用いて、専門的かつ客観的に評価 。検証を実施する必要があることから、

評価・検証する場として、先月、社会保障審議会に生活保護基準部会が設置されたと

ころである。同部会では、まずは生活保護基準の専門的かつ客観的な評価・検証の方

法等について議論を開始 し、月 1回程度での開催を予定 してお り、その検討経過につ

いては適宜情報提供 してまいりたい。

(2)子 ども手当の増額に伴 う対応について

子ども手当は 「次代の社会を担 う子ども 1人ひとりの育ちを社会全体で応援す る」

とい う考え方の下で導入されたものであり、その効果が生活保護受給世帯の子 どもに

も等しく及ぶよう、生活保護の児童養育加算は子ども手当と同額としている。

このような考え方を踏まえ、平成 23年度予算案において 3歳未満の子に対する子

ども手当が増額されることに伴い、児童養育加算についても従前の対応に従い、子ど

も手当と同額となるよう引上げを行 うこととしている。

なお、児童養育加算の改定については、国会に提出されている「平成二十二年度に

おける子ども手当の支給等に関する法律案」の成立を踏まえ対応するのでご留意願い

たい。

(3)その他

生活扶助 (重度障害者他人介護料等)、 住宅扶助 (住宅維持費)、 出産扶助、生業

扶助の技能修得費 (高等学校等就学費を除く。)及び勤労控除 (新規就労控除)につ

いては、それぞれの扶助等の性格を踏まえ、費用の実態等を勘案 し、所要の改定を実

施することとしている。
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(別紙 1)平成 23年度予算 (案)における基準額 (月 額)の具体的事例

1.標準3人世帯 【33歳、29歳、4歳】

3級地-1:輪 島市、 3級地-2:ノ 代ヽ市とした場合の22年度における上限額の例である。
注 2 就労収入が 10万円の場合の例。
注 3 学齢期の子がいる場合には、教育扶助として学用品費、教材代等が別途給付される。

2.高齢者単身世帯 【68歳】

注 住宅扶助の額は、 1級地-1:東京都区部、 1級地-2:千葉市、 2級地-1:高松市、2級地-2:日 立市、
3級地-1:輪島市、3級地-2:人代市とした場合の21年度における上限額の例である。

3.母子2人世帯 【30歳、4歳】

3級地-1:輪 島市、 3級地-2:八 代市とした場合の21年度における上限額の例である。
注 2 就労収入が 10万円の場合の例。
注 3 学齢期の子がいる場合には、教育扶助として学用品費、教材代等が別途給付される。

:単位 :

1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2

生 活 扶 助 175,170 167,870 160,580 153.270 145,980 138,680

住 宅 扶 助      (注 1) 69,800 59,000 53,000 46,000 40,100 34,100

合  計 244,970 226,870 213,580 199,270 186,080 172,780

就労収入が手元に残る額 (勤労控除) (注 2) 23,220 23,220 23,220 23,220 23,220 23,220

医療扶助、出産扶助等 上記額に加えて、医療、出産等の実費相当が必要に応じ給付される。

丁
~住
宅秩助の額は、 1級地-1:東京都区部 1級地 -2:千 葉市、 2級地 -1: 市ヽ 、 2級地 -2:日

:単 4ヽ■ :

1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地 -2 3級地-1 3級地-2

生 活 扶 助 80,820 77,190 73,540 69,910 66,260 62,640

住 宅 扶 助 (注 ) 53,700 45,000 41,000 35,400 31,000 26,200

合  計 134,520 122, 190 114,540 105,310 97,260 88,840

医療扶助、介護扶助等 上記額にカロえて、医療、介護等の実費相当が必要に応じ給付される。

1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2

生 活 扶 助 152,620 147,380 140,530 135,280 128,440 190

住 宅 扶 助      (注 1) 69,800 59,000 53,000 46,000 40,100 34,100

合  計 222,420 206,380 193,530 181,280 168,540 157,290

就労収入が手元に残る額 (勤労控除) (注 2) 23,220 23,220 23,220 23,220 23,220 23,220

医療扶助等 上記額にカロえて、医療等の実費相当が必要に応じ給付される。

注 1 住宅扶助の額は、 1級地-1:東京都区部、 1級地-2:千葉市、 2級地-1:高 松市、 2級地-2:日 立市、
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4 生活保護制度の実施について

(1)平成 23年度の保護の実施要領等の改正について

平成 23年度の主な改正事項は、以下に掲げる事項を予定している。

① 刑務所出所者の実施責任について

刑務所等の出所後、帰住地がないか、又は明らかでない者の実施責任について、

現在地保護を徹底し、自治体間での実施責任における トラブルを解消する。

特に、刑務所出所後、刑務所所在 自治体以外の自治体で保護申請を行つた場合、

現在地 (申請を受けた自治体)が実施責任を負 うことを明確化する。

あわせて、出所後、地域生活定着支援センターの調整を受けて居住地特例のある

施設に出所 した者の実施責任についても明確化する。

② 薬物依存症者の社会復帰対策事業への参加に必要な移送費について

薬物依存症者の社会復帰対策事業への参加に必要な移送費については、生活保護

問答集問758にて認定する場合の考え方をお示ししているが、認定方法に自治体ヽ間

で差異があることが見受けられたことから、取扱いの統一を図る。

③ 高校卒業者に対する世帯認定及び技能習得費の取扱いにういて

世帯認定の取扱いとして、高校卒業後直ちに専修学校又は各種学校に就学するこ

とは認められず、世帯分離する旨の取扱いをお示ししているが、専修学校又は各種

学校に就学する場合以外の取扱いについては明記されていないため、今般、技能習

得費の取扱いとあわせて明確化する。

(2)介護扶助について

ア 社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額

軽減制度事業の生活保護受給者への適用について

厚生労働省老健局では、介護保険サービスを提供する社会福祉法人等が生計困難

者の利用者負担を軽減する場合、国、都道府県及び市町村がその費用の一部を助成

する事業を実施 している。
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生活保護受給者については、同事業の対象外であつたが、昨年 9月 の社会保障審

議会介護給付費分科会の審議とりまとめにおいて、「 (本制度により)生活保護受

給者も、ユニット型施設への入所が可能となるよう、支援制度のあり方について検

討すべき」との意見を踏まえ、平成 23年度から、生活保護受給者の個室の居住費

(シ ョートステイの滞在費を含む。)に係る利用者負担額について、同事業におけ

る軽減対象に含めることととなった。

施設事業者が同事業を活用することにより、生活保護受給者の利用者負担の金額

軽減 (免除)力 実`施されれば、「生活保護制度における介護保険施設の個室等の利

用等に係る取扱いについて (平成17年9月 30日 社援保発第0930002号社会・援護局保

護課長通知)」 において示す「介護保険施設の個室等の利用を認める場合」の要件

の二つである「ア (ウ )施設側が利用者の収入の状況等にかんがみ、利用者から居

住費の徴収を行わない場合」に該当すると考えるため、生活保護受給者も介護保険

施設の個室等の利用が可能となることについて、ご了知願いたい。

(制度のイメージ)
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イ 介護保険施設等における一部ユニット型施設の廃止の生活保護制度への影響につ

い
rC

ユニット型施設とユニット型施設以外の施設の併設施設については、これまで

「一部ユニット型施設」という一類型であつたが、昨年9月 の社会保障審議会介護給

付費分科会における審議とりまとめを受け、 「指定介護老人福祉施設の人員、設備

及び運営に関する基準 (平成11年 3月 31日 厚生省令第39号)」 等から一部ユニ ット型

施設に係る規定を廃止することとなつた。

この改正により、現在一部ユニット型施設という類型で一つの施設として運営さ

れている施設については、ユニット型の部分とユニット型以外の部分でそれぞれ個

別の施設として指定を受ける必要が生じるが、新たな指定の結果、施設類型の変更

に伴 う実施責任の変更が想定される。

例えば、介護老人福祉施設として指定を受けた施設が、一部ユニット型の廃止に

伴い、入所定員が29人以下の施設 として指定を受ける場合は、新たに「地域密着型

介護老人福祉施設」としての指定を受けることとなる。この場合、介護老人福祉施

設から地域密着型介護老人福祉施設への施設類型の変更に伴い、生活保護法の実施

責任について変動が生じることのないよう、介護保険法等の一部を改正する法律案

(仮称)において、所要の措置を講 じる予定であるので、ご了知願いたい。

(上記の一例 )

定員 100名 の一部ユニッ

(定員の内訳はユニッ

卜型介護老人福祉施設 (特別養護老人ホーム)

卜型部分定員75名 、多床室部分定員25名 )

(一部ユニット型類型が廃止 )

ユニット型部分は定員75名 なので、介護老人福祉施設としての指定

多床室部分は定員25名 なので、地域密着型介護老人福祉施設としての指定

新たに地域密着型介護老人福祉施設として指定を受けた多床室部分の生活

保護受給者の実施責任について、従前どおり居住地特例の対象とし、実施

責任が変動しないよう措置する。
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(3)保護施設の運営及び整備について

ア 保護施設の運営について

精神病院に入院している生活保護受給者のうち、 2割程度 (約 1.1万 人)は

「受入条件が整えば退院可能な者」と推計されており、これら退院可能な生活保護

受給者の地域生活への移行を推進することが求められている。

また一方で、生活保護受給者は精神疾患を有する者の割合が高く、自殺する方の

割合も全国平均より高いとい う問題が指摘されてお り、精神障害を抱える生活保護

受給者等の支援体制の強化等、自殺防止対策の実施も求められている。

保護施設においては、これまでも精神科病院からの退院患者など、居宅での生活

が困難な精神障害者の受入れを行つてきたところであるが、地域移行支援及び地域

生活の継続支援の充実強化を図る観点から、新たに平成 23年度予算案においては、

救護施設に精神保健福祉士を加配 した場合の加算措置を講 じるほか、精神状態の悪

化など一時的に不安定になった際における一時保護入所を実施することとしている。

各自治体におかれては、管内の救護施設との連携を図 り、救護施設を活用 した精

神障害者等の支援に積極的に取 り組まれたい。

救護施設の機能を活用した精神障害者等の地域生活支援対策について

○ 精神障害等を抱える生活保護受給者の地域移行の推進を図るとともに、地域で生活しているこれらの精神障害

者等の孤立防止・自殺予防を含めた居宅生活継続支援者テうため、救護施設に精神保健福祉士を配置し、精神障

害者等の地域移行に向けた訓練や、居宅等で生活する精神障害者等の症状が不安定になった場合に一時保護入

所を行う。 【施設事務費負担金の拡充】

救護施設 (施設事務費負担金 )

居宅生活訓練事業(指導員2名 )

アパート等を使い、より居宅に近い環
境で実体験的に生活訓練を行う。

【施設内処遇】
施設内処遇を通じて、基本的な生活訓練 (他

人とのコミュニケーションや、掃除・洗濯等の基

本的な家事、金銭・物品の管理、買い物等 )を行
う。(6ヶ月間程度 )

耐 ヽ

通 所事業 (指導員 2～3名 )

通所訓練、訪問指導を通じ、生活指導や生活訓練等を行うことにより居宅生活の継続を支
援する。

一時的に心身不安定となった居宅生活者を一時的に救鍾施設で受け入れる。

(施設事務費負担金にお 1するF案綾私ぃ 1で対応)    G7議
露猿 ^修゛

※現行はセーフティネット支援対策等事業費補助金により対応 鑢 鰺藤

1福1祉1事務1所■|(セ■,テイネ

'卜

支1緩1対1策等1事1業)
緒濤1裸健1権 1凛 |■ |■め雇|■‐を行うな|ど,|よつt①蒸1疎●筆●八時

=者
|●‐導昧華 ●1調1華やl②家事1凛率1管 1理●

=|=‐

着導●ヽ 年|■|
あ1養1流|あ 1場 |あ 1提供など01支 1援を行うま精‐神障1害 1者等退院健進1事業)
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(ア )救護施設における精神保健福祉士カロ算の創設について

精神障害者等に対する地域生活への移行に向けた生活訓練など、救護施設 におけ

る精神障害者等への地域移行支援の充実強化を図るため、平成 23年 4月 か ら、精

神障害を抱える生活保護受給者の入所割合が高い施設において、精神保健福祉士を

加配した場合について、保護施設事務費の加算措置を行 う。

【精神保健福祉士の加算配置数】

害者等入所率 70～
79%
80～
89%
90～
95%
95%～

100人 以下 1人 1人 1人 1ノ、

101人 以上 150人 以下 1人 1人 1人 1メ 、

151人 以上 200人 以下 1ノ、 2ノ、 2人 2ノ｀

201人 以上 2人 2ノ、 2人 2人

(イ )一時的入所にかかる保護施設事務費の実績払いの導入について

精神科病院や保護施設から退院・退所 し居宅生活に移行 した生活保護受給者が、

症状等の悪化により不安定な状態になった場合、再入院を防止し、居宅生活が継続

できるよう支援を行 うため、平成 23年 4月 から、保護施設において一時的保護入

所を行 うこととする。

保護施設事務費について、具体的には、原則 7日 間程度 (1か月を超えない範

囲で延長可)の一時的な入所に対して、入所 日数に応 じた実績払いを行 うこととす

る。この措置に伴い、従来セーフティネット支援対策等事業費補助金で実施 してい

た 「救護施設居宅生活者ショー トステイ事業」については廃止するので御了知 され

たい。

イ 保護施設の整備について

平成 23年度の社会福祉施設等施設整備費補助金の協議に係る留意事項について

は、 「平成 23年度社会福祉施設等施設整備費の国庫補助に係る協議等について」

(平成23年2月 16同 社援発0216第 3号厚生労働省社会・援護局長通知)において既に

通知 しているため、各地域における保護施設に対する需要やその役割を検討した上で

必要な整備について協議されたい。
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(4)ブロック会議の開催について

平成 23年度では、岩手県 (北海道・東北・関東信越ブロック)、 愛知県 (東海・

北陸・近畿ブロック)、 福岡県 (中国・四国・九州ブロック)において開催を予定し

てお り、開催時期は平成 22年度と同様、平成 23年 10月 頃を予定しているので、

ご了知願いたい。
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